
  

  

第第６６  建建設設部部門門  

    





施

設

名 

 
 

事 業 名 
事

業

主

体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金 

 
社会資本

整備総合

交付金事

業 

市
町
村
等 

 
社会資本の整備その他の

取組を支援する こ と によ

り 、 交通の安全の確保と

その円滑化、 経済基盤の

強化、 生活環境の保全、

都市環境の改善及び国土

の保全と 開発並びに住生

活の安定の確保及び向上

を図る 次に掲げる 事業 

 
<基幹事業> 

各団体が作成し 、 国

に提出し た社会資本

総合整備計画の目標

を実現する ために交

付金事業者が実施す

る 道路、 港湾等の基

幹的な事業 

 
<関連事業> 

関連社会資本整備事

業、 効果促進事業、

社会資本整備円滑化

地籍整備事業から な

る 、 社会資本総合整

備計画の目標を実現

する ため、 基幹事業

と 一体的に実施する

事業 

 
 

 
国直 

 
国間 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 
基幹事業 

施設区分 事業名 補助率 

道路 ・ 道路事業 
7/10 以

内 

港湾 

・ 港湾改修事業 

・ 緑地等施設整備事業 

・ 海域環境創造・ 自然再生等事業 

1/3、

4/10、

5/10、

5. 5/10 

河川 

・ 都市基盤河川改修事業 

・ 流域貯留浸透事業 

・ 河川・ 下水道一体型豪雨対策事業 

1/ 3 

水道・  

下水道 

・ 通常の下水道事業 

・ 下水道浸水被害軽減総合事業 

・ 下水道総合地震対策事業 

・ 特定水域合流式下水道改善事業 

・ 都市水害対策共同事業 

・ 下水道整備推進重点化事業 

・ 下水道ス ト ッ ク マネジメ ント 支援制度 
・ 下水道広域化推進総合事業 

・ 下水道リ ノ ベーショ ン推進総合事業 

・ 新世代下水道支援事業制度 

・ 下水道地域活力向上計画策定事業 

・ 下水道民間活力導入促進事業 

・ 内水浸水リ ス ク マネジメ ント 推進事業 
・ 下水道情報デジタ ル化支援事業 

・ 下水道温室効果ガス 削減推進事業 

・ 下水道施設リ ダン ダン シー確保推進事業  

1/4、

1/3、

4/10、

1/2、

5. 5/10 

その他総合

的な治水 

・ 総合流域防災事業 

・ 津波防護施設整備事業 

1/3、  

1/ 2 

海岸 

・ 高潮対策事業 

・ 侵食対策事業 

・ 海岸耐震対策緊急事業 

・ 津波・ 高潮危機管理対策緊急事業 

・ 海岸環境整備事業 

・ 海域浄化対策事業 

1/3、  

2/5、  

1/ 2 

都 市 再 生

整備計画 

・ 都市再生整備計画事業 

・ ま ちなかウ ォ ーカブル推進事業 

要綱に

よ る 算

定額 

広域活性化 ・ 広域連携事業（ 特定居住促進計画）  

・ 離島広域活性化事業 

4. 5/10

、 1/2 

都市公園・

緑地等 

・ 都市公園等事業 

・ 都市公園安全・ 安心対策事業 

・ 都市公園ス ト ッ ク 再編事業 

・ 市民農園等整備事業 

・ 緑地環境事業 

・ 古都保存・ 緑地保全等事業 

1/3、  

1/2、  

5. 5/10、 
7/ 10 

市街地整備 

・ 都市防災推進事業 

・ 市街地再開発事業等 

・ 暮ら し ・ にぎわい再生事業 

・ 都市再生総合整備事業 

・ 都市再生区画整理事業 

・ 都市・ 地域交通戦略推進事業 

・ 防災・ 省エネま ちづく り 緊急促進事業 
・ 集約都市開発支援事業 

・ 無電柱化ま ちづく り 促進事業 

要綱に

よ る 算

定額 

都 市 水 環

境整備 

・ 都市水環境整備下水道事業 

・ 統合河川環境整備事業 

・ 下水道関連特定治水施設整備事業 

要綱に

よ る 算

定額 

地 域 住 宅

計画 
・ 地域住宅計画に基づく 事業 

要綱に

よ る 算

定額 

住環境整備 

・ 市街地再開発事業 

・ 優良建築物等整備事業 

・ 市街地総合再生施設整備 

・ 基本計画等作成等事業 

・ 暮ら し ・ にぎわい再生事業 

・ バリ アフリ ー環境整備促進事業 

・ 都市再生総合整備事業 

・ 住宅市街地総合整備事業 

・ 街なみ環境整備事業 

・ 住宅市街地基盤整備事業 

・ 住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業 
・ 住宅・ 建築物安全ス ト ッ ク 形成事業 

・ 狭あい道路整備等促進事業 

・ 防災・ 省エネま ちづく り 緊急促進事業 
・ 集約都市開発支援事業 

・ 住宅･建築物省エネ等改修推進事業 

要綱に

よ る 算

定額 

地域公共 

交通再構築 ・ 地域公共交通再構築事業 1/2 

 
※ 基幹事業に付随し た関連事業である 社会資本整備円滑化地籍整

備事業の補助率については、 県費補助を含めて 3/4 と なる 。  

※ 基幹事業、 関連事業と も に地方財政法第５ 条の規定に該当する

場合のみ地方債を財源と する こ と ができ る 。  

※ 事業内容、 要件、 補助率の詳細は、 要綱等によ る 。  

 
 

 
社会資本整

備総合交付

金交付要綱 

 
建設企

画課 

 
下水道事

業債 

<充当率> 
100％ 

 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

（ 事業費

補正分：

16％～

44％  

単位費用

算入分

5％）  

 
流域下水

道につい

て、 元利

償還金の

40%を基

準財政需

要額に算

入 

一般会計

から の繰

出し に代

えて臨時

的に下水

道事業債

を措置

し 、 その

元利償還

金の全額

を基準財

政需要額

に算入 

〔 臨時措

置分〕  

 
広域化、

共同化に

ついて

は、 処理

区域内人

口密度に

応じ 、 元

利償還金

の 28%～

56%を基

準財政需

要額に算

入 

 
 
公営住宅

建設事業 
<充当率> 
100％ 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事

業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金 

 
防災・ 安

全交付金

事業 

市
町
村
等 

 
地域住民の命と く ら し を

守る 総合的な老朽化対策

や、 事前防災・ 減災対策

の取組み、 地域における

総合的な生活空間の安全

確保の取組みを集中的に

支援する ための次に掲げ

る 事業 

 
<基幹事業> 

各団体が作成し 、 国

に提出し た社会資本

総合整備計画の目標

（ 命と 暮ら し を守る

イ ンフ ラ 再構築又は

生活空間の安全確保

に資する も のに限

る 。） を実現する ため

に交付金事業者が実

施する 道路、 港湾等

の基幹的な事業 

 
<関連事業> 

関連社会資本整備事

業、 効果促進事業、

社会資本整備円滑化

地籍整備事業から な

る 、 社会資本総合整

備計画の目標を実現

する ため、 基幹事業

と 一体的に実施する

事業 

 

 
国直 

 
国間 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

 
県複 

 
（ ※） 三

河山間地

域のみ、

補助対象

事業費の 
25. 0% 
22. 5% 
20. 0% 
17. 5% 
15. 0% 
（ 財政力

指数によ

り 変動）  

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
基幹事業 

施設区分 事業名 補助率 

道路 ・ 道路事業 
7/ 10 
以内 

港湾 

・ 港湾改修事業 

・ 緑地等施設整備事業 

・ 海域環境創造・ 自然再生等事業 

1/3 、

4/10 、

5/10 、

5. 5/ 10 

河川 

・ 都市基盤河川改修事業 

・ 流域貯留浸透事業 

・ 河川・ 下水道一体型豪雨対策事業 

1/ 3 

水道・  

下水道 

・ 水道未普及地域解消事業（ ※）  

・ 簡易水道再編推進事業（ ※）  

・ 生活基盤近代化事業（ ※）  

・ 高度浄水施設等整備事業 

・ 水道総合地震対策事業 

・ 水道施設リ ダンダンシー確保推進事業 
・ 水道施設アセッ ト マネジメ ン ト 推進事業  
・ 水道事業運営基盤強化推進事業 

・ 水道水源自動監視施設等整備事業 

・ 緊急時給水拠点確保等事業 

・ 通常の下水道事業 

・ 下水道浸水被害軽減総合事業 

・ 下水道総合地震対策事業 

・ 特定水域合流式下水道改善事業 

・ 都市水害対策共同事業 

・ 下水道ス ト ッ ク マネジメ ント 支援制度 
・ 下水道広域化推進総合事業 

・ 下水道リ ノ ベーショ ン推進総合事業 

・ 新世代下水道支援事業制度 

・ 下水道民間活力導入促進事業 

・ 内水浸水リ ス ク マネジメ ント 推進事業 
・ 下水道情報デジタ ル化支援事業 

・ 下水道温室効果ガス 削減推進事業 

・ 下水道施設リ ダン ダン シー確保推進事業  

1/4 、

1/3 、

4/10 、

1/2 、

5. 5/ 10 
 

その他総合

的な治水 

・ 総合流域防災事業 

・ 津波防護施設整備事業 

1/3 、  
1/ 2 

海岸 

・ 高潮対策事業 

・ 侵食対策事業 

・ 海岸耐震対策緊急事業 

・ 津波・ 高潮危機管理対策緊急事業 

・ 海岸環境整備事業 

・ 海域浄化対策事業 

1/3 、

2/5 、  
1/ 2 

都 市 再 生

整備計画 
・ 都市再生整備計画事業 

要綱に

よ る  

算定額 

都市公園・

緑地等 

・ 都市公園等事業 

・ 都市公園安全・ 安心対策事業 

・ 都市公園ス ト ッ ク 再編事業 

・ 緑地環境事業 

1/3 、  
1/ 2 

市街地整備 

・ 都市防災推進事業 

・ 市街地再開発事業等 

・ 暮ら し ・ にぎわい再生事業 

・ 都市再生区画整理事業 

・ 都市・ 地域交通戦略推進事業 

・ 津波防災拠点整備事業 

・ 防災・ 省エネま ちづく り 緊急促進事業 
・ 集約都市開発支援事業 

・ 都市安全確保拠点整備事業 

・ 無電柱化ま ちづく り 促進事業 

要綱に

よ る  

算定額 

都 市 水 環

境整備 

・ 都市水環境整備下水道事業 

・ 統合河川環境整備事業 

・ 下水道関連特定治水施設整備事業 

要綱に

よ る  

算定額 

地 域 住 宅

計画 
・ 地域住宅計画に基づく 事業 

要綱に

よ る  

算定額 

住環境整備 

・ 市街地再開発事業 

・ 優良建築物等整備事業 

・ 市街地総合再生施設整備 

・ 基本計画等作成等事業 

・ 暮ら し ・ にぎわい再生事業 

・ バリ アフリ ー環境整備促進事業 

・ 住宅市街地総合整備事業 

・ 街なみ環境整備事業 

・ 住宅市街地基盤整備事業 

・ 住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業 
・ 住宅・ 建築物安全ス ト ッ ク 形成事業 

・ 狭あい道路整備等促進事業 

・ 防災・ 省エネま ちづく り 緊急促進事業 
・ 集約都市開発支援事業 

・ 住宅･建築物省エネ等改修推進事業 

要綱に

よ る  

算定額 

 
※ 基幹事業に付随し た関連事業である 社会資本整備円滑化地籍整

備事業の補助率については、 県費補助を含めて 3/4 と なる 。  

※ 基幹事業、 関連事業と も に地方財政法第５ 条の規定に該当する

場合のみ地方債を財源と する こ と ができ る 。  

※ 事業内容、 要件、 補助率の詳細は、 要綱等によ る 。  

 
 
 
 

 
社会資本整

備総合交付

金交付要綱 
 
（ ※） 三河

山間地域簡

易水道施設

整備費補助

金交付要綱 

 
建設企

画課 

 
（ ※）

上下水

道課指

導管理

室 

 
水道事業 
<充当率> 
100％ 

 

 
簡易水道

再編推進

事業のう

ち統合後

水道建設

改良に要

する 経費 
は、 水道

事業債

（ 上水道

事業分）

の元利償

還金の

50％を一

般会計か

ら 繰出し

ている 場

合、 繰出

金の 50％

を特別交

付税の基

礎数値と

し て算入

（ 過疎・

辺地にあ

っては、

60％を一

般会計か

ら 繰出し

ている 場

合、 繰出

金の 70％

を特別交

付税の基

礎数値と

し て算

入）  

 
 
1 送配

水相互連

絡管、 配

水池能力

増強、 緊

急遮断

弁、 応急

給水槽、

自家発電

設備整備

事業 

2 基幹

構造物耐

震化事業 
3 水道

管路耐震

化（ 通常

事業上積

み分） 事

業 

4 水質

安全対策

（ 要件を

満たすも

の） 事業 
 
1、 4 につ

いては

1/2、  

2、 3 につ

いては

1/4 が 

一般会計

出資債の

対象と な

る 。  

<充当率> 
100％ 

 

 
一般会計

出資債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

<次ページへ続く > 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事

業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金 

 
防災・ 安

全交付金

事業 

市
町
村
等 

    
 
 
 
 
下水道事

業債 

<充当率> 
100％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

（ 事業費

補正分：

16％～

44％  

単位費用

算入分

5％）  

 
流域下水

道につい

ては、 元

利償還金

の 40%を

基準財政

需要額に

算入 

一般会計

から の繰

出し に代

えて臨時

的に下水

道事業債

を措置

し 、 その

元利償還

金の全額

を基準財

政需要額

に算入 

〔 臨時措

置分〕  

 
広域化、

共同化に

ついて

は、 処理

区域内人

口密度に

応じ 、 元

利償還金

の 28%～

56%を基

準財政需

要額に算

入 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
公営住宅

建設事業 
<充当率> 
100％ 

 

<前ページから の続き > 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事

業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

道
路 

  
Ｉ Ｃ アク

セス 道路

補助事業 

市
町
村 

 
地域高規格道路Ｉ Ｃ アク

セス 道路補助事業、 ス マ

ート Ｉ Ｃ アク セス 道路補

助事業及び高速道路（ 高

規格幹線道路） Ｉ Ｃ アク

セス 道路補助事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5/ 10 
 
（ 改築の

場合は 

5. 5/10）  

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

【 地域高規格道路Ｉ Ｃ アク セス 道路補助】  

・  Ｉ Ｃ の整備に併せて行う アク セス 道路（ １ 次以内） 事業であ

る こ と  

・  Ｉ Ｃ へのラ ンプ、 も し く は１ 次アク セス 道路である こ と  

・  Ｉ Ｃ の供用時期が公表さ れている こ と  

・  直近の幹線道路（ センサス 路線） ま での区間である こ と  

【 ス マート Ｉ Ｃ アク セス 道路補助】  

・  ス マート Ｉ Ｃ の整備に併せて行う アク セス 道路（ １ 次以内）

事業である こ と  

・  ス マート Ｉ Ｃ へのラ ンプ、 も し く は１ 次アク セス 道路である

こ と  

・  ス マート Ｉ Ｃ の整備が「 事業中」 である こ と  

【 高速道路（ 高規格幹線道路） Ｉ Ｃ アク セス 道路補助】  

・  Ｉ Ｃ の整備に併せて行う アク セス 道路（ １ 次以内） 事業であ

る こ と  

・  Ｉ Ｃ へのラ ンプ、 も し く は１ 次アク セス 道路である こ と  

・  Ｉ Ｃ の供用時期が公表さ れている こ と  

・  直近の幹線道路（ センサス 路線） ま での区間である こ と  

 

 
道路局所管

補助金等交

付申請につ

いて（ 国土

交通省道路

局長通知）  

 
道路維

持課 

 
空港、 港

湾等のア

ク セス 道

路整備等

の補助事

業 

市
町
村 

 
交通拠点（ 空港・ 港湾・

駅） と 人口集積地、 物流

機能の拠点や基幹道路Ｉ

Ｃ （ 高規格幹線道路・ 地

域高規格道路） を連絡す

る アク セス 道路の整備 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5/ 10 
（ 改築の

場合は

5. 5/10）  

  
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

１  交通拠点（ 空港・ 港湾・ 駅） と 人口密集地、 物流機能の拠点

や基幹道路Ｉ Ｃ （ 高規格幹線道路・ 地域高規格道路） を連絡す

る アク セス 道路の整備に関する も の。  

  なお、 交通拠点の対象は、 利用量・ 取扱量( 物流等) の増加が

図ら れる など機能強化を行っている 以下のいずれかの施設と す

る 。  

【 空港】  

 ジェ ッ ト 化空港（ 滑走路延長 2, 000m以上又はジェ ッ ト 機が就

航し ている 空港（ ヘリ ポート 除く ））  

【 港湾】  

  国際戦略港湾、 国際拠点港湾、 重要港湾 

【 駅】  

  貨物コ ンテナ取扱駅 

 
２  国土交通大臣が指定する 「 重要物流道路」 の整備に関する も

の 

 

 
道路局所管

補助金等交

付申請につ

いて（ 国土

交通省道路

局長通知）  

 
道路維

持課 

 

 
道路メ ン

テナンス

事業 

市
町
村 

 
各地方公共団体が策定す

る 長寿命化修繕計画に基

づき 、 各構造物に対し て

実施さ れる 点検、 対策及

び長寿命化修繕計画の策

定及び更新事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5. 5/ 10 

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

 道路法施行規則第４ 条の５ の６ の規定に基づく 点検・ 診断等を実

施し 、 その診断結果が公表さ れている 構造物であって、 地方公共団

体が策定する 長寿命化修繕計画（ 個別施設計画） に基づいて実施さ

れる 、 次のいずれかに該当する 事業及び長寿命化修繕計画（ 個別施

設計画） の策定・ 更新にかかる 事業である こ と 。  

ただし 、 長寿命化修繕計画（ 個別施設計画） の策定及び施設の位

置づけについては、 令和５ 年度ま でに行う こ と と する 。  

 
⑴ 造物の性能・ 機能の維持・ 回復・ 強化を図る 修繕 

 
⑵ 構造物の架替えや付替えなどによ り 、 性能・ 機能の維持・ 回

復・ 強化を図る 更新 

 
⑶ 複数の構造物において、 その性能・ 機能を一部の構造物に集

約する こ と に伴い実施する 他の構造物の撤去（ 集約先の構造物

に係る 対策等を実施する 場合に限る ）  

 
⑷ 横断する 道路施設等の安全の確保のために実施する 構造物の

撤去（ 改築ま たは修繕と 同時に実施する 場合に限る ）  

 
⑸ 治水効果の高い橋梁の撤去（ 河川管理施設等構造令（ 昭和 51

年政令第 199 号） への適合状況や過去の被災歴等によ り 橋梁を

撤去し た場合の治水効果を確認し ている 場合に限る ）  

 
⑹ 道路メ ンテナンス 事業の実施に必要な点検・ 診断等 

なお、 上記１ から ６ に該当する 事業の実施にあたっては、 新

技術等の活用の検討を行い、 費用の縮減や事業の効率化などに

取り 組むこ と  

 

 
道路メ ンテ

ナンス 事業

補助制度要

綱 

 
道路維

持課 

 

 
土砂災害

対策道路

事業 

市
町
村 

 
砂防事業と 連携し て事業

間連携計画を作成し 、 重

要物流道路等において土

砂災害防止施設を整備す

る 事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5. 5/ 10 

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

 土砂災害によ る 道路の寸断を防止する ため、 砂防事業と 連携し て

実施する 土砂災害対策のう ち、 次の各号のいずれにも 該当する 事業

について採択する 。  

 
⑴ 砂防事業と 連携し 事業間連携計画書を作成し た事業である こ

と  

 
⑵ 国土交通大臣が指定する 重要物流道路若し く は代替・ 補完路

又は地域防災計画に位置づけら れている 緊急輸送道路若し く は

避難路における 事業である こ と  

 
⑶ 道路法施行令に規定さ れる 「 砂防のための施設」、 砂防法に

規定さ れる 「 砂防設備」、 地すべり 等防止法に規定さ れる 「 地

滑り 防止施設」 又は急傾斜地の崩壊によ る 災害の防止に関する

法律に規定さ れる 「 急傾斜地崩壊防止施設」 を整備する 事業で

ある こ と  

 
 
 
 
 
 
 

 
土砂災害対

策道路事業

補助制度要

綱 

 
 
 
 
 
 

 
道路維

持課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事

業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

道
路 

  
交通安全

施設等整

備事業

（ 地区内

連携）  

市
町
村 

 
整備地区において、 関係

行政機関等や関係住民の

代表者等と の合意に基づ

き 、 計画的かつ集中的に

実施し ていく 必要のある

交通安全対策 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5/ 10 
（ 改築の

場合は

5. 5/10）  

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

一定の区域において、 関係行政機関等や関係住民の代表者等と の

間での合意に基づき 、 計画的かつ集中的に実施し ていく 必要のある

交通安全対策（ 速度低下、 進入抑制等を促す面的対策や歩道の設置

等） について採択する 。  

※ こ の一定の区域を整備地区と いう 。  

 
 なお、「 関係行政機関等や関係住民の代表者等と の間での合意」

と は、 整備地区に関係する 地方公共団体の首長、 対策を担当する 道

路管理者、 関係する 警察、 学校・ 保育等の教育関係機関、 関係住民

の代表者等によ る 整備計画（ 対策内容や時期等） に対する 合意をい

う 。  

 

 
交通安全対

策補助制度

（ 地区内連

携） 要綱 

 
道路維

持課 

 
 

 
交通安全

施設等整

備事業

（ 通学路

緊急対

策）  

市
町
村 

 
通学路合同点検によ り 抽

出さ れた対策必要箇所に

おける 交通安全対策 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5/ 10 
（ 改築の

場合は

5. 5/10）  
 

  
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

通学路等における 交通安全の確保及び飲酒運転の根絶に係る 緊急

対策（ 令和３ 年８ 月４ 日関係閣僚会議決定） に基づく 通学路合同点

検によ り 抽出さ れた対策必要箇所における 交通安全対策について採

択する 。  

※ 対策必要箇所については、 関係機関が実施する 速度規制や通学

路の変更等によ る ソ フト 面での対策を併せて実施する こ と 。  

 
交通安全対

策補助制度

（ 通学路緊

急対策） 要

綱 

 
道路維

持課 

 
無電柱化

推進計画

事業 

市
町
村 

 
電線を地下に埋設する こ

と その他の方法によ り 、

電柱又は電線の道路上に

おける 設置を抑制し 、 及

び道路上の電柱又は電線

を撤去する こ と を目的と

し た道路管理者が実施す

る 事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5. 5/10、  
1/ 2 

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

１  「 無電柱化推進計画」 で定めた目標の確実な達成に資する 事

業であって、「 都道府県無電柱化推進計画等」（ 地方版無電柱化

推進計画） に位置づけら れている 事業 

   ただし 、 道路の新設、 バイ パス 整備及び道路拡幅のう ち車線

数の増加を伴う 事業と 同時に行う 無電柱化推進計画事業（ 土地

区画整理事業、 市街地再開発事業等を施行する 者に対し その経

費の一部に対し て負担金の負担又は補助金の交付を行う 事業は

除く 。） は除く 。  

 
２  低コ ス ト 手法の活用や新技術・ 新工法の導入等の検討によ り 、

低コ ス ト 化に取り 組む事業 

 

 
無電柱化推

進計画事業

補助制度要

綱 

 
( 道路)  
道路維

持課 

 
( 街路)  
都市整

備課 

 
踏切道改

良計画事

業 

市
町
村 

 
交通事故の防止と 駅周辺

の歩行者等の交通利便性

の確保を図る ため、 踏切

道改良促進法に基づき 改

良すべき 踏切道に指定さ

れた踏切道の対策につい

て、 計画的かつ集中的に

支援する 事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5. 5/10、  
1/ 2 
 
 

  
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

踏切道改良促進法第４ 条第１ 項に規定する 地方踏切道改良計画

（ 同項又は同法第５ 条第１ 項の規定に基づき 、 道路管理者及び鉄道

事業者が作成し て、 国土交通大臣に提出さ れたも のに限る 。） に位

置づけら れた踏切道の改良の方法によ り 行われる 道路事業( 連続立

体交差事業を除く 。 )  

 

 
道路局所管

補助金等交

付申請につ

いて（ 国土

交通省道路

局長通知）  

 
( 道路)  
道路維

持課 

 
( 街路)  
都市整

備課 

 
道路盛土

のり 面防

災対策事

業 

 

市
町
村 

 
緊急輸送道路における 盛

土のり 面の点検結果に基

づく 防災対策事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5. 5/ 10 

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

以下のいずれの条件にも 該当する 箇所において、 点検要領に基づ

く 点検の結果によ り 行われる 道路盛土のり 面防災対策事業と する 。  
 

１  緊急輸送道路 

２  盛土のり 尻から 測った盛土高が、 おおむね 10m以上の盛土 

３  地山傾斜地等の水の集ま り やすい地形条件に造成さ れた盛土 

 
道路盛土の

り 面防災対

策補助制度

要綱 

 
道路維

持課 

 

港
湾
施
設 

 

 
港湾改修

事業 

 

市
町
村 

 

 
一般公衆の利用に供する

目的で水域施設、 係留施

設、 外郭施設及び臨港交

通施設を建設又は改良す

る 事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
4/10 以内 
 

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜補助対象事業＞ 

 １  水域施設 

   船舶の航行又は停泊の用に供さ せる 施設で航路、 泊地、 船だ

ま り がある 。  

２  係留施設 

   船舶の係留の用に供さ れる 施設で岸壁、 物揚場、 係船く い、

浮桟橋等がある 。  

岸 壁…船舶を係留さ せる 施設で水深-4. 5m以上のも の 

物揚場…船舶を係留さ せる 施設で水深-4. 5m未満のも の 

船揚場…船舶の軽微な修理、 カキ落し 、 塗装等を行う ための

施設 

３  外郭施設 

港湾区域の水面、 港湾施設、 港湾周辺地域を防護する ための

施設で、 防波堤、 防砂堤、 導流堤、 護岸、 防潮堤等がある 。 補

助対象と なる のは、 公共施設を防護する 施設に限ら れる 。  

４  臨港交通施設 

係留施設と 背後地域と を結ぶ陸路及び水路であって、 接岸す

る 船舶から の貨物、 乗降客等を運ぶための、 道路、 鉄道、 運河

等の施設がある 。  

 

 
港湾関係補

助金等交付

規則実施要

領 

 
港湾課 

  
廃棄物埋

立護岸整

備事業 

 

市
町
村 

 
港湾における 環境を保全

する ための廃棄物埋立護

岸の整備 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
1/3 以内 

  
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜補助対象事業＞ 

廃棄物を受入れる ための外周護岸を整備する 事業 

 
港湾関係補

助金等交付

規則実施要

領 

 
港湾課 

  
海洋性廃

棄物処理

施設整備

事業 

市
町
村 

 
港湾における 廃棄物焼却

施設の整備 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
1/3 以内 

  
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜補助対象事業＞ 

船舶又は海洋施設から 発生する 廃棄物、 港湾管理者が管理する 港

湾施設を維持管理する こ と によ って発生する 廃棄物及び港湾区域内

における 汚染の防除活動によ って収集さ れた廃棄物を処理する ため

の受入施設、 焼却施設及び破砕施設を建設又は改良する 事業 

 
港湾関係補

助金等交付

規則実施要

領 

 
港湾課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事

業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

港
湾
施
設 

 
港湾公害

防止対策

事業 

市
町
村 

 
港湾における 公害を防止

する ための事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
5/10 以内 

  
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜補助対象事業＞ 

港湾における 公害を防止する ために行われる 浚渫事業、 導水事業

等 

 
港湾関係補

助金等交付

規則実施要

領 

 
港湾課 

 
港湾機能

高度化事

業（ 国際

ク ルーズ

旅客受入

機能高度

化事業）  

市
町
村 

 
ク ルーズ旅客の利用性や

安全性の向上及び物流機

能の効率化を図る ために

実施する 事業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の 
1/3 以内 

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜補助対象事業＞ 

１  ク ルーズ旅客の移動又は手荷物等の搬出入の円滑化に要する

経費のう ち本工事費、 附帯工事費、 測量設計費、 補償費 

例： 移動式ボーディ ングブリ ッ ジ、 屋根付き 通路、 荷物搬送

機器バス やタ ク シー等の駐車場等 

２  ク ルーズ旅客が利用する 旅客上屋等の受入環境改善に要する

経費のう ち本工事費、 附帯工事費、 測量設計費、 補償費 

例： 待合設備、 空調設備、 便所設備、 荷物搬送設備等 

３  ク ルーズ旅客の安全性の向上に要する 経費のう ち本工事費、

附帯工事費、 測量設計費、 補償費 

例： 照明設備、 植栽、 防塵フェ ンス 、 老朽化し た倉庫又は危

険物取扱施設等の移動又は撤去等 

 

 
港湾機能高

度化事業費

補助金交付

要綱 

 
港湾課 

 
港湾メ ン

テナンス

事業（ 施

設）  

市
町
村 

 
老朽化し た港湾施設の延

命化のための改良をする

事業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の 
4/10 以内 

 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を 含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 
 

 
＜補助対象施設＞ 

 係留施設、 臨港交通施設、 外郭施設 

 
＜採択要件等＞ 

１  港湾メ ンテナンス（ 港湾改修費補助） 事業 

  既存施設の延命化のための改良（ 埋没浚渫を除く 。） を行う 施

設であって、 当該１ 施設の総事業費が５ 億円を超える 事業。  

２  港湾メ ンテナンス（ 港湾施設改良費補助） 事業 

既存施設の延命化のための改良（ 埋没浚渫を除く 。） を行う 施

設であって、 当該１ 施設の総事業費が 90 百万円以上５ 億円以下

の事業。  

３  港湾メ ンテナンス（ 港湾施設改良費統合補助） 事業 

  既存施設の延命化のための改良（ 埋没浚渫を除く ） を行う 施設

であって、 当該施設の統合補助事業計画１ 件あたり の事業規模が

５ 億円を超えないも のであり 、 かつ 90 百万円以上に限る 。  

４  港湾メ ンテナンス（ 個別施設計画作成支援） 事業 

  既存港湾施設のラ イ フサイ ク ルコ ス ト の縮減につながる 新技術

等を活用し た点検及び補修の手法及び既存港湾施設の統廃合、 機

能の集約化及び転換など の検討であって、 その検討結果と し て、

短期的な数値目標及びそのコ ス ト 縮減効果を、 令和７ 年度ま でに

個別施設計画に記載する も の。  

 

 
港湾関係補

助金等交付

規則実施要

領 

 
港湾課 

 
港湾整備

事業費補

助金 

 

市
町
村 

 
漁船の利用がある 市町管

理港湾における 港湾施設

の整備や補修等を実施す

る 事業 

   
県単 

 
補助対象

事業費の 
1/ 2 

   
＜事業の対象＞ 

航路、 泊地等水域施設のし ゅん渫工事及び外かく 施設、 けい留施

設等の改良及び補修工事 

 
 
 

 
港湾整備事

業費補助金

交付要領 

 
港湾課 

港
湾
海
岸 

 
海岸メ ン

テナンス

事業（ 海

岸）  

市
町
村 

 
戦略的な維持管理・ 更新

等によ る 予防保全型のイ

ンフラ メ ンテナンス への

転換に向けて、 海岸保全

施設の老朽化対策（ こ れ

に伴う 改良や更新を含

む。 ） 又は施設機能の向

上を図る 整備を実施する

事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
1/2 以内 

  
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 
＜事業の対象＞ 

海岸法（ 昭和31年法律第101号） 第40条第１ 項第１ 号に規定する

海岸保全区域内（ 同条第２ 項の規定に基づく 協議によ り 国土交通大

臣が管理を所掌する こ と と さ れた海岸保全施設に係る 海岸保全区域

を含む。 ） において実施する も のであって、 以下の要件を満たすも

のと する 。 なお、 長寿命化計画の策定及び変更に当たっては、 維持

管理費用の見通し やコ ス ト 削減内容に加え、 新技術等の導入検討を

長寿命化計画に記載する も のと する 。  

⑴ 長寿命化計画の策定及び変更の実施に当たっては、 以下の①

から ②のいずれかの要件を満たすこ と 。  

① 海岸堤防等を有し ない沖合施設の長寿命化計画であって令

和７ 年度ま でに策定さ れる も の、 又は既に策定さ れている 長

寿命化計画であって沖合施設の追加を反映さ せて、 令和７ 年

度ま でに変更さ れる も のである こ と 。  

② 既に策定さ れている 長寿命化計画であって、 新技術等を活

用し た施設の点検手法等を新たに位置づけて、 令和７ 年度ま

でに変更さ れる も のである こ と 。  

⑵ 老朽化対策の実施に当たっては、 以下の①から ⑥ま での要件

を満たすも のと する 。  

① 長寿命化計画に基づき 海岸保全施設が適切に管理さ れてい

る こ と 。  

② 維持管理費用の見通し 、 コ ス ト 削減内容及び新技術等の導

入検討が長寿命化計画に記載さ れている こ と 。  

③ 老朽化等によ り 機能が確保さ れていない又は機能低下の恐

れがある 海岸保全施設であって、 緊急にその機能の強化又は

回復を行う 必要がある と 認めら れる も のである こ と 。  

④ 海岸保全施設のう ち海水の侵入を防止する ための操作を伴

う 水門・ 陸閘等を改良する 場合にあっては、 海岸法第14 条

の２ に規定する 操作規則（ 以下「 操作規則」 と いう 。 ） が策

定さ れており 、 かつ、 その策定後に、 閉鎖体制の実効性を確

認する ための訓練が操作規則で定めら れた回数（ 少なく と も

年１ 回） 、 実施さ れている 施設である こ と 。  

⑤ 第５ に規定する 海岸メ ンテナンス 事業計画（ 以下「 事業計

画」 と いう 。 ） が策定さ れている こ と 。  

⑥ 第５ の２ ⑵に規定する 事業計画に位置付ける 総事業費が以

下のと おり である こ と 。  

・ 市町村が行う も の２ 千５ 百万円以上 

 
 
 
 
 

 
港湾関係補

助金等交付

規則実施要

領 

 
港湾海岸に

係る 海岸メ

ンテナンス

事業実施要

綱 

 
港湾課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業

主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘要 

住
宅 

 
地域居住

機能再生

推進事業 

市
町
村 

 
既成市街地において、 地

域の居住機能の再生等を

図る ため、 住宅等の整

備、 公共施設の整備等を

総合的に行う 事業 

 
国直 

 
補助対象

事業費の

1/ 2 

  
公営住宅

建設事業 
<充当率> 
100％ 

  
＜対象地区要件＞ 

地域居住機能再生推進事業の整備地区は、 次の各号に掲げる 要件

に該当する も のでなければなら ない。  

一 住宅市街地総合整備事業制度要綱第 23 第３ 項に規定する 重

点整備地区を一つ以上含む地区にあって、 重点整備地区の整備

に関連し て、 良好な住宅市街地の整備が見込ま れる 地区である

こ と 。  

二 整備地区の面積が概ね５ ヘク タ ール以上である こ と 。 ただし 、

重点供給地域にあっては概ね２ ヘク タ ール以上である こ と 。  

三 次に掲げる 要件に該当する こ と 。  

 イ  入居開始から 30 年以上経過し た公的賃貸住宅団地を含ん

でいる こ と 。   

 ロ  公的賃貸住宅の管理戸数について、 次の a から d ま でのい

ずれかに該当する こ と 。  

a 公的賃貸住宅の管理戸数の合計が概ね 1, 000 戸以上であ

る こ と 。  

b 次の⑴から ⑻までのいずれかに該当する 施設を複数併設

する 場合（ 少なく と も 一の施設を子育て支援施設（ ⑸から

⑺ま でに掲げる も のをいう 。 以下同じ 。） と する も のに限

る 。） にあっては、 公的賃貸住宅の管理戸数の合計が概ね

300 戸以上である こ と 。  

⑴ 総合生活サービ ス窓口、 情報提供施設、 生活相談サー

ビ ス 施設、 食事サービス 施設、 交流施設、 健康維持施設

及び介護関連施設 

⑵ 医療法（ 昭和 23 年法律第 205 号） 第１ 条の５ 第１ 項

に規定する 病院若し く は同条第２ 項に規定する 診療所若

し く は第２ 条の２ 第２ 項に規定する オンラ イ ン診療受診

施設又は健康保険法（ 大正 11 年法律第 70 号） 第 88 条

第１ 項に規定する 訪問看護事業の用に供する 施設 

⑶ 社会福祉法（ 昭和 26 年法律第 45 号） 第２ 条第２ 項第

２ 号（ ただし 、 児童養護施設及び⑸に掲げる 施設を除

く 。）、 同項第４ 号に規定する 施設 

⑷ 地域における 多様な需要に応じ た公的賃貸住宅等の整

備等に関する 特別措置法施行令（ 平成 17 年政令第 257

号。 以下「 地域住宅特別措置法施行令」 と いう 。） 第２

条第２ 号又は第６ 号に規定する 施設 

⑸ 社会福祉法第２ 条第２ 項第２ 号に掲げる 施設（ ただ

し 、 乳児院、 母子生活支援施設又は児童自立支援施設に

限る 。）  

⑹ 地域住宅特別措置法施行令第２ 条第１ 号、 第３ 号又は

第５ 号に規定する 施設 

⑺ 住宅局所管事業関連共同施設整備等補助要領等細目第

２ 第３ 項ハ（ 13） に規定する 施設 

⑻ 災害時在宅生活支援施設 

c 整備地区が、 次の⑴及び⑵を満たす地域内に存する 場合

にあっては、 公的賃貸住宅の管理戸数の合計が概ね 100 戸

以上である こ と 。  

⑴ 首都圏整備法第２ 条第３ 項に規定する 既成市街地若し

く は同条第４ 項に規定する 近郊整備地帯、 近畿圏整備法

第２ 条第３ 項に規定する 既成都市区域若し く は同条第４

項に規定する 近郊整備区域又は中部圏開発整備法第２ 条

第３ 項に規定する 都市整備区域以外の地域 

⑵ 都市再生特別措置法第 81 条第２ 項第２ 号に規定する

居住誘導区域、 地域再生法（ 平成 17 年法律第 24 号） 第

17 条の 17 第１ 項に規定する 地域再生土地利用計画の区

域又はま ち・ ひと ・ し ごと 創生法（ 平成 26 年法律第

136 号） 第 10 条第１ 項に規定する 市町村ま ち・ ひと ・

し ごと 創生総合戦略若し く は地域住宅計画において移

住・ 定住促進若し く は生活圏の維持形成等の位置付けの

ある 区域 

d 次の⑴及び⑵の要件に該当する 場合にあっては、 公的賃

貸住宅の管理戸数の合計が概ね 100 戸以上である こ と 。  

⑴ 子育て支援施設を併設する こ と 。  

⑵ 建替え後、 新たに募集する 住戸の半数以上で子育て世

帯を優先的に募集する こ と 。 ただし 、 子育て世帯を優先

的に募集する 住戸は、 その住宅専用面積を 55 ㎡以上と

する 。  

 
 

地域居住機能再生推進事業の重点整備地区は、 次の各号に掲げる

要件に該当する も のでなければなら ない。  

一 重点整備地区の面積が概ね１ ヘク タ ール以上、 重点供給地域

にあっては概ね 0. 5 ヘク タ ール以上である こ と 。  

二 住宅市街地総合整備事業制度要綱第 23 第８ 項第２ 号の表

（ イ ） 欄に掲げる いずれかの事業の実施が見込まれる 区域を含

むこ と 。  

三 地域居住機能再生協議会で地域居住機能再生計画を策定する

こ と 。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
公営住宅法 
 
住宅市街地

総合整備事

業制度要綱 
 
公営住宅等

整備事業等

補助要領 

 
公営住宅等

整備事業対

象要綱 

 
公営住

宅課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事

業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

住
宅 

 
地域居住

機能再生

推進事業 

市
町
村 

     
 

 
＜補助対象事業＞ 

地域居住機能再生推進事業の実施 

施行者又は補助事業者は、 地域居住機能再生推進事業において、

次の表の（ イ ） 欄に掲げる 事業について、（ ロ ） 欄に掲げる 要綱等

に即し て事業を実施する こ と ができ る 。 こ の場合において、（ ロ ）

欄に掲げる 要綱等のう ち（ ハ） 欄に掲げる 事項は（ ニ） 欄に掲げる

事項に読み替える も のと する 。  

（ 一部抜粋）  

（ イ ）  （ ロ ）  （ ハ）  （ ニ）  

住宅市

街地総

合整備

事業 

住宅市街地総合整備事業制度要綱

第３ から 第 22 ま で、 住宅市街地総

合整備事業補助金交付要綱、 社会

資本整備総合交付金交付要綱附属

第Ⅱ編イ －16－( 8) 、 附属第Ⅲ編イ

－16－( 8)  

住宅市

街地整

備計画 

地域居

住機能

再生計

画 

公営住

宅等整

備事業 

公営住宅整備事業等補助要領、 公

営住宅等整備事業対象要綱及び交

付金交付要綱附則第Ⅲ編 

  

公営住

宅等ス

ト ッ ク

総合改

善事業 

公営住宅等ス ト ッ ク 総合改善事業

補助金交付要綱、 公営住宅等ス ト

ッ ク 総合改善事業対象要綱及び交

付金交付要綱附則第Ⅲ編 

  

 
＜補助限度額＞ 

国は、 上記表の（ イ ） 欄に掲げる 事業について、 同表（ ロ ） に

掲げる 要綱等に即し て事業の施行者又は補助事業者に対し て補助

等を実施する こ と ができ る 。  

 
 

  

  
脱炭素社

会型公的

賃貸住宅

改修モデ

ル事業 

市
町
村
等 

 
公的賃貸住宅ス ト ッ ク の

カーボンニュ ート ラ ルの

実現に向け、 既存の公営

住宅等の大規模改修に併

せて先導的な省エネルギ

ー改修や再生可能エネル

ギー設備の導入を支援す

る 事業 

 
国直 

 
補助率は

対象と す

る 住宅に

よ り 異な

る  

（ 説明欄

参照）  

 

  
公営住宅

建設事業 
<充当率> 
100％ 

  
＜補助対象事業＞ 

脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業の実施に係る 要件は次

に掲げる と おり と する 。  

一 令和８ 年度ま でに実施する も のである こ と 。  

二 公営住宅を対象と する 事業については、 公営住宅等長寿命化

計画に基づいて行われる も のである こ と 。  

三 改良住宅を対象と する 事業については、 改良住宅等長寿命化

計画に基づいて行われる も のである こ と 。  

四 学識経験者・ 実務者等から なる 審査委員会によ り 、 有効性や

新規性・ 汎用性の観点から 評価を行い、 選定し た事業である こ

と 。  

五 事業の実施後、 概ね 20 年以上管理する 予定のも のである こ

と 。  

 
＜補助限度額＞ 

１  脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業に係る 補助金の額 
脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業に要する 経費に係

る 補助金の額は、 次の各号に掲げる 費用を合計し た額（ ただ

し 、 併せて実施する スト ッ ク 改善事業に要する 経費の額を限度

と する 。 以下「 脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業に要

する 経費」 と いう 。） のう ち、 次の表の（ イ ） 欄に掲げる 住宅に

応じ （ ロ ） 欄に掲げる 額と する 。  

一 工事費（ 附帯的工事費、 既存部分の除却及び撤去費用を含

む。）  団地別及び構造別に算定する も のと し 、 標準建設費

等共同通知別表第１ に掲げる １ 戸当たり の工事費に改善の対

象と なる 住宅の戸数を乗じ て得た額を限度と する 。 ただし 、

公営住宅等ス ト ッ ク 総合改善事業補助金交付要綱第５ 第１ 項

第五号イ から ニま でに掲げる 施設の整備に係る 工事費につい

ては、 上記の算定と は別に団地別及び施設別に算定する も の

と し 、 その工事費の合計の限度額を標準建設費等共同通知別

表第２ ( 9) に掲げる １ 戸当たり の加算額に改善の対象と なる

公営住宅等の戸数を乗じ て得た額（ 同号イ に定める 集会所に

あっては標準建設費等共同通知別表第５ ( 8) に掲げる １ 件当

たり の限度額） と する 。 ただし 、 当該住宅の存する 敷地内に

係る 取組と する 。  

二 測量試験費 工事のために必要な測量、 試験、 調査及び設

計に要する 費用並びに最適改善手法評価に要する 費用 

三 効果検証費 先進的な省エネルギー改修又は再生可能エネ

ルギー設備導入を行う 効果の検証に係る 費用については、 第

一号及び第二号の算定と は別に一事業当たり で算定する も の

と し 、 その限度額を効果の検証の対象と なる 住宅の戸数に１

戸当たり 500, 000 円を乗じ て得た額と 6, 000, 000 円と の小さ

い方の額と する 。  

（ イ ）  （ ロ ）  

公営住宅、 改良住宅、 機構住

宅 

脱炭素社会型公的賃貸住宅改修

モデル事業に要する 経費の額に

３ 分の２ を乗じ て得た額 

公社住宅 

地方公共団体が地方住宅供給公

社に対し 補助する 額（ 脱炭素社

会型公的賃貸住宅改修モデル事

業に要する 経費の３ 分の２ に相

当する 額を限度と する 。） に２

分の１ を乗じ て得た額 

２  第１ 項の規定によ り 工事費、 測量試験費及び効果検証費を算

出する 場合においては、 ２ で割り 切れる 1, 000 円単位の額と

し 、 端数は切り 捨てる も のと する 。  

３  脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業に係る 補助金に係

る 評価事業に要する 経費に係る 補助金の額は、 脱炭素社会型公

的賃貸住宅改修モデル事業に係る 評価に必要な費用以内の額と

する 。  

 
 
 

 
公営住宅法 
 
公営住宅等

ス ト ッ ク 総

合改善事業

補助金交付

要綱 

 
公営住

宅課 
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補助金 

 

市
町
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1. 一般土木事業 

( 1)  道路改築 

( 2)  交通安全施設整備

( 3)  河川改良 

( 4)  海岸改良 

( 5)  港湾改良・ 漁港改良 
 
2. 都市計画事業 

( 1)  街路 

( 2)  公園 

( 3)  都市景観整備 

( 4)  地域振興土地区画整 
   理 

 
3. 土砂災害防止対策事業 
 土砂災害防止対策 

 

 
 

 
県単 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
一般事業

（ 河川等

事業）  

<充当率> 
90％ 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

  
＜補助対象事業＞ 

１  一般土木事業 

⑴ 道路改築 

原則と し て、 １ ・ ２ 級市町村道及び県市町村の重要な施策

に関連し て整備を必要と する も ののう ち、 緊急に整備を要す

る も ので次の規格に合う も の。  

   ア 一般地域にあっては原則と し て車道巾員４ メ ート ル以

上、 過疎・ 振興山村及び離島地域にあっては車道巾員３ メ

ート ル以上の改築工事 

   イ  橋り ょ う 工事については、 永久橋の改築工事 

⑵ 交通安全施設整備 

    歩道、 歩道橋、 自転車専用道、 自転車駐車場、 自動車駐車

場、 歩行者立体横断施設、 中央帯の設置、 交差点改良及び踏

切構造改良工事等 

う ち、 自転車駐車場及び自動車駐車場の採択基準は、 下記

のと おり と する 。  

   ア  自 転車駐車場 

    ( ｱ)  自転車が現在道路上に相当数（ 10 台程度） 以上放置

さ れている 場所のう ち駅及び主要バス 停車場付近に設置

する も の。  

    ( ｲ)  規模は、 市街化区域内は駐車台数（ 計画） 100 台未

満、 敷地面積 100 平方メ ート ル未満と し 、 その他区域は

10 台以上の駐車台数と する 。  

   イ  自 動車駐車場 

    ( ｱ)  都市計画に定めら れた駐車場整備地区内において、 都

市施設と し て都市計画決定さ れている も の（ 準ずる も の

を含む。）。 ただし 、 都市計画事業と し て整備さ れる も の

を除く 。  

    ( ｲ)  規模は計画駐車台数が概ね 200 台以上である こ と と す

る 。  

⑶ 河川改良 

  ア 水害想定区域が 0. 1 平方キロ メ ート ル以上又は工事施行

によ り 水害をま ぬがれる 戸数５ 戸以上の準用河川の改良工

事 

   イ  都市化の著し い流域（ 市街化区域及び市街化調整区域内

の開発区域の占める 割合が概ね 50％以上、 又は 20％以上

であり さ ら に増加が予想さ れる 流域） で、 流出抑制を目的

に既存の公共用地等に設ける 貯留能力 300 ㎥未満の貯留浸

透施設 

⑷ 海岸改良 

    市町村管理に係る 海岸保全区域の海岸保全施設の改良工事 
⑸ 港湾改良・ 漁港改良 

    航路、 泊地等水域施設の浚渫工事及び外郭施設、 係留施

設、 臨港施設等の改良工事、 自動車駐車場の設置工事 

う ち、 自動車駐車場の採択基準は、 下記のと おり と する 。  

   ア  港湾計画又はこ れに準ずる 計画に定めら れた駐車場利用

地において、 港湾の適正な管理を達成する ため必要と 認め

ら れる も ので、 港湾利用の高度化が図ら れる も の。  

イ  規模は、 計画駐車台数が概ね 200 台以上である こ と と す

る 。  

 
２  都市計画事業 

⑴-１   街路の新設改良（ 橋り ょ う 、 舗装を含む。）  

ア 市街化区域内の既成市街地及び近い将来市街化の予想さ

れる 区域の幹線街路工事 

イ  減歩率の高い土地区画整理事業区域内に含ま れる 幹線街

路工事 

ウ  市街化区域内の他の重要事業と の関連で緊急に整備を要

する 幹線街路工事 

エ 市街化区域内の緊急に整備を要する 歩行者専用道及び自

転車専用道工事 

オ 車道舗装 

原則と し て都市計画決定通り 築造さ れた市街化区域内の

交通量の多い幹線街路工事 

カ 歩道舗装 

原則と し て都市計画決定通り 築造さ れた市街化区域内の

人家が連担し 、 歩行者交通量の多い幹線街路工事 

⑴-２  自転車駐車場 

ア  自転車が現在 100 台以上放置さ れている か、 今後５ ヶ 年

間に 100 台以上の放置が予想さ れる 箇所に設置する も の。  
イ  市街化区域内において、 規模は、 面積が 100 平方メ ート

ル以上、 計画駐車台数が 100 台以上と する 。  

⑴-３  自動車駐車場 

ア 都市計画に定めら れた駐車場整備区域内において、 都市

施設と し て都市計画決定さ れている も の（ 準ずる も のを含 
む。） のう ち、 街路事業・ 土地区画整理事業等と 一体と し

て 整備さ れる も の。  

イ  規模は、 計画駐車台数が概ね 200 台以上である こ と と す

る 。  

⑵-１  河川敷公園 

        河川敷に設置する 公園施設及び予定公園施設 

⑵-２  その他公園 

   ア 街区公園、 近隣公園、 一般公園（ 運動公園を含む。） 及

び緑地の公園施設 

   イ  墓園（ 墓所を除く 。） の幹線園路及び修景施設 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
市町村土木

事業費補助

金交付要綱 

 
建設総

務課 
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⑶ 都市景観整備 

       修景施設、 水景施設、 夜間景観設備等の都市の良質な景観

形成に必要な工事であり 、 以下の条件を満たすも のと する 。  
     ア 都市景観基本計画に基づき 、 整備方針が定めら れている

こ と 。  

     イ  当該地区において、 緑化協定の規制・ 誘導施策を講ずる

又は講ずる 予定がある こ と 。  

ウ  住民によ る ま ちづく り の意見が事業内容に反映さ れてい

る こ と 。  

     エ 設置施設の維持管理について、 地域住民の協力が得ら れ

る こ と 。  

⑷ 地域振興土地区画整理 

     ア 本事業の対象と なる 地区は、 組合等土地区画整理事業補

助交付要綱に定める 補助対象地区と する 。  

     イ  地区内の都市計画道路のう ち、 国庫補助対象と し ない都

市計画道路のみを本事業の対象と する 。  

 
３  土砂災害防止対策事業 

  土砂災害防止対策 

    土砂災害防止対策工事のう ち、 以下の条件を満たすも のと す

る 。  

   ⑴ 傾斜度が 30 度以上の斜面で、 高さ が５ ｍ以上である も の。

  ⑵ 土砂災害警戒区域に保全人家２ 戸以上、 も し く は公共的建

物ま たは避難場所等を含むも のである こ と 。  

⑶ 土砂災害特別警戒区域を解除する 事業である も の。  

⑷ 次のいずれかの条件に該当する も の。  

     ア 保全人家２ ～４ 戸の小規模斜面のう ち、 落石や土砂崩れ

が発生する など放置でき ない斜面 

     イ  市町村が所有する 斜面のう ち、 避難場所や要配慮者利用

施設と いった土砂災害発生時に社会的な影響が大き い保全

対象がある 斜面 

     ウ  令和元年度以前に県の開発許可等に基づき 造成さ れた後

に土砂災害特別警戒区域に指定さ れた斜面  

 
＜補助率＞ 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１  一般土木事業 

補助対象事業費 1 件の事業費 

補助率 

一般地域 

過疎・ 振興  
山村地域 

及び 

離島地域 

⑴道路改築 300 万円以上 1/2 以内 2/3 以内 

⑵交通安全施設整備 

（ う ち自転車駐車場）  

（ う ち自動車駐車場）  

300 万円以上 

( 300 万円以上)  
( 300 万円以上)  

1/2 以内 

( 1/3 以内)  
( 1/3 以内)  

2/3 以内 

( 1/3 以内)  

( 1/3 以内)  

⑶河川改良 300 万円以上 1/2 以内 2/3 以内 

⑷海岸改良 300 万円以上 1/2 以内 2/3 以内 

⑸港湾改良・ 漁港改良 

（ う ち自動車駐車場）  

300 万円以上 

( 300 万円以上)  
1/2 以内 

( 1/3 以内)  
2/3 以内 

( 1/3 以内)  

( 注) 1 補助対象市町村は、 名古屋市を除く 市町村と する 。  

  2 過疎・ 振興山村地域と は別表１ に定める 区域をいう 。  

  3 離島地域と は別表２ に定める 地域をいう 。  

  4 自動車駐車場については、 下記のと おり と する 。  

⑴ 補助の対象及び限度額は下記のと おり と する 。  

     ア 補助対象は、駐車場の基幹的部分と し 、その割合は地

下式駐車場 1/3、 立体式駐車場 1/4 と する 。  

イ  補助限度額は、 １ 駐車場当たり ３ 億円と し 、 ま た、 駐

車台数１ 台当たり 150 万円と する 。  

⑵ 用地費及び補償費は、 補助の対象と し ない。  

 
２  都市計画事業 

補助対象事業 
１ 件の事業費 

補助率 
名古屋市 名古屋市を 除く 市町村 

⑴ 

街路 

新設 

改良 
500 万円以上 300 万円以上 5/10 以内 

自 転 車

駐車場 
500 万円以上 300 万円以上 1/3 以内 

自 動 車

駐車場 500 万円以上 300 万円以上 1/3 以内 

⑵ 

公園 

河 川 敷

公園 
500 万円以上 300 万円以上 4/10 以内 

そ の 他

公園 
500 万円以上 300 万円以上 3/10 以内 

⑶ 都市景観整備 500 万円以上 300 万円以上 1/3 以内 

⑷ 地域振興 

土地区画整理 
― 300 万円以上 5/10 以内 

( 注) 1 都市計画と し て決定さ れた施設である こ と 。  

    ただし 、 都市景観整備についてはこ の限り ではない。  

  2 河川敷公園については、 都市公園法第 23 条の公園予定地

を含む。  

  3 公園の用地費及び補償費は、 補助の対象と し ない。  
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市
町
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   4 自動車駐車場については、 下記のと おり と する 。  

⑴ 補助の対象及び限度額は下記のと おり と する 。  

       ア 補助対象は、 駐車場の基幹的部分と し 、 その割合は地

下式駐車場 1/3、 立体式駐車場 1/4 と する 。  

       イ  補助限度額は、 １ 駐車場当たり ３ 億円と し 、 ま た、 駐

車台数１ 台当たり 150 万円と する 。  

⑵ 用地費及び補償費は、 補助の対象と し ない。  

  5 都市景観整備については、 下記のと おり と する 。  

 ⑴ 補助限度額は、 １ 地区当たり ２ 億円と する 。  

⑵ 用地費及び補償費は、 補助の対象と し ない。  

  6 地域振興土地区画整理は、 組合等土地区画整理補助事業

（ 国庫補助） に該当し 、地域振興に必要かつ緊急に整備を要す

る 都市計画道路を含む地区において、 国庫補助対象と し ない

都市計画道路のみを補助の対象と する 。  

 

３  土砂災害防止対策事業 

補助対象事業費 １ 件の事業費 補助率 

土砂災害防止対策 300 万円以上 3/10 以内 

( 注)  1  市町村事業実施要綱に定めら れた事業である こ と 。  

2 補助対象市町村は、 名古屋市を除く 市町村と する 。  

   3 用地費は、 補助の対象と し ない。  

 

別表１  

都市名 区域名 

豊田市 

旧藤岡町、 旧小原村、 旧足助町、 旧旭町、 旧稲武町の

区域 

旧下山村大字阿蔵、 芦原子、 宇連野、 大桑、 大林、 荻

嶋、 梶、 神殿、 黒岩、 黒坂、 小松野、 高野、 立岩、 田

平沢、 栃立、 梨野、 野原、 花沢、羽布、 東蘭、 東大沼、

平瀬、 吉平、 和合の区域 

岡崎市 旧額田町の区域 

北設楽郡 設楽町、 東栄町、 豊根村 

新城市 旧鳳来町、 旧作手村 

別表２  

知多郡南知多町 日間賀島、 篠島    西尾市 佐久島 
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土
木
施
設
・
都
市
施
設 

 
都市構造

再編集中

支援事業 

市
町
村
等 

 
立地適正化計画に基づ

き 、 市町村や民間事業者

等が行う 一定期間内の都

市機能や居住環境の向上

に資する 公共公益施設の

誘導 

 
 
・ 整備、 防災力強化の取

組等に対し 、 集中的な支

援を行う 事業 

 
 
 

 
 

国直 

 
 

補助対象

事業費の

1/2( 都市

機能誘導

区域

内) 、

4. 5/ 10(
居住誘導

区域内)  

 

 
 
 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
 
 

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

都市再生整備計画に基づき 実施さ れる 次に掲げる 事業等のう ち立

地適正化計画の目標に適合する も の。  

 
１  事業活用調査 

２  ま ちづく り 活動推進事業 

３  地域創造支援事業 

４  道路 

５  公園 

６  古都保存・ 緑地保全等事業 

７  河川 

８  下水道 

９  駐車場有効利用シス テム 

１ ０  地域生活基盤施設 

１ １  高質空間形成施設 

１ ２  高次都市施設 

１ ３  誘導施設 

１ ４  広域連携誘導施設 

１ ５  既存建造物活用事業 

１ ６  土地区画整理事業 

１ ７  市街地再開発事業 

１ ８  住宅街区整備事業 

１ ９  バリ アフリ ー環境整備促進事業 

２ ０  優良建築物等整備事業 

２ １  住宅市街地総合整備事業 

２ ２  街なみ環境整備事業 

２ ３  住宅地区改良事業等 

２ ４  都心共同住宅供給事業 

２ ５  公営住宅等整備 

２ ６  都市再生住宅等整備 

２ ７  防災街区整備事業 

２ ８  復興促進事業 

２ ９  エリ ア価値向上整備事業 

３ ０  こ ど も ま んなかま ちづく り 事業 

３ １  暑熱対策事業 

３ ２  居住誘導促進事業 

 
なお、 次の市町村の事業等を除く 。 （ こ のう ち４ ～７ について

は、 令和10年度以降に国に提出さ れる 都市再生整備計画事業に基づ

く 事業に限り ま す。 ）  

１  居住誘導区域を定めない区域を規定する 法第81条第19項に反

し て居住誘導区域を定めている 市町村。  

２  原則と し て居住誘導区域に含ま ないこ と と すべき 区域を規定

する 都市計画運用指針に反し て居住誘導区域を定めている 市町

村。  

３  市街化調整区域で都市計画法第34条第11号に基づく 条例の区

域を図面、 住所等で客観的に明示し ていない等不適切な運用が

行われている 市町村。  

４  法第81条第２ 項第５ 号に基づく 防災指針を記載し てない立地

適正化計画を有する 市町村。  

５  立地適正化計画を作成し た年度（ 令和６ 年度末ま でに変更

（ 規則第31条に規定する 軽微な変更を除く 。 ） を行っている 場

合は変更し た年度） の翌年度から 起算し ておおむね５ 年を経過

し た市町村であり 、 かつ立地適正化計画の評価を実施し ていな

い市町村。  

６  立地適正化計画を作成し 、 その評価を実施し た市町村であ

り 、 かつ直近の評価を実施し た年度の翌年度から 起算し ておお

むね５ 年を経過し た市町村。  

７  直近に実施し た立地適正化計画の評価の結果において、 災害

や基幹産業の撤退等評価上考慮すべき 特殊要因も 踏ま えたう え

で、 居住誘導等の施策効果が明ら かに見ら れないにも かかわら

ず、 効果の発現に向けた取り 組み事項を明示し ていない市町

村。  

 
※ 事業内容、 要件の詳細は、 要綱等によ る 。  

 
 

 
 

 
都市構造再

編集中支援

事業費補助

交付要綱 

 
都市整

備課 
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都市構造

再編集中

支援事業 

市
町
村
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＜対象地区＞ 

都市再生整備計画の区域が都市機能誘導区域内及び居住誘導区域

内に定めら れている 地区において行う も のと する 。  

なお、 次の区域を施行地区に含むこ と ができ る 。  

１  立地適正化計画に基づいて複数の施設の機能を集約する 統廃

合を行う こ と によ り  、 誘導施設又は広域連携誘導施設を整備

する 場合にあっては、 統廃合さ れたこ と によ り 廃止さ れた施設

の敷地及びその敷地と 隣接する 区域（ 交付対象事業は、 統廃合

さ れたこ と によ り 廃止さ れた施設の除却等、 元地の管理の適正

化に係る 事業に限る 。 ）  

２  「 かわま ちづく り 」 支援制度実施要綱に基づく かわま ちづく

り 計画等の水辺と ま ちが融合し た良好な空間形成を推進する 計

画がある 場合は、 都市機能誘導区域及び居住誘導区域に隣接す

る 水辺の区域（ なお、 交付対象事業は、 水辺ま ちづく り 計画に

位置付けら れている 事業等に限る 。 ）  

３  空き 地等が発生し て外部不経済が発生する 可能性がある 市街

化区域等内の居住誘導区域外において、 ある べき 将来像を提示

し ている 区域。 なお、 交付対象事業は緑地等の整備に限る 。  

４  地域生活拠点： 都市計画区域外における 地域の拠点と なる 区

域であり 、 かつ、 以下の要件のいずれかに該当する 区域（ 都市

機能誘導区域から 公共交通によ り 概ね 30 分で到達でき る 範囲

に限る 。 ）  

① 都市機能誘導区域を定めた立地適正化計画において、 拠点

と し て位置付けら れた区域 

② 都市機能誘導区域を定めた立地適正化計画と 整合し た、 市

町村管理構想又は地域管理構想（ ※） において、 拠点と し て

位置付けら れた区域 

（ ※）  市町村管理構想又は地域管理構想は「 国土の管理構

想」 （ 令和３ 年６ 月国土交通省国土政策局策定） に基づく

も のをいう 。  
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都
市
緑
化
事
業 
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り 都市緑

化推進事

業 

市
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都市に残さ れた民有地の

緑を公有化し 、 緑地と し

て保全、 整備する と 共

に、 民有地における 屋

上、 壁面、 敷地の緑化や

美し い並木道づく り 等を

行い、 緑の保全と 創出の

促進を図る 。  

  
県単 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  
（ 説明欄

参照）  

 
一般事業 
<充当率> 
75％ 

 
地方道路

等整備事

業 

<充当率> 
90％ 

  
＜補助対象事業＞ 

１  身近な緑づく り 事業 

市街化区域内及び市街化調整区域内の既存集落で、  

⑴ 既存樹林の保全を行う 事業 

⑵ 環境改善・ 延焼防止など の機能を有する 新たな緑地の創出

を行う 事業 

⑶ 公共施設・ 軌道敷の緑化を行う 事業 

（ いずれも 面積 300 ㎡程度以上）  

 
２  緑の街並み推進事業 

市街化区域内及び市街化調整区域内の既存集落で、  

⑴ 民有地の建物や敷地の緑化を進める ため、 市町村が定めた

緑化施設評価に基づく 優良な緑化事業（ 面積 50 ㎡以上、生垣

設置については延長 15ｍ以上）  

⑵ 民有の既存樹林地を広く 開放する ため、 園路整備等を行う

民有樹林地活用型事業（ 面積 50 ㎡以上）  

 
３  美し い並木道再生事業 

沿道又は近隣に公共施設を有する 市町村道及び県管理道路を

その地域の顔と なる 美し い並木道へと 再生する 事業（ 延長概ね

連続し て 100m以上）  

 
４  県民参加緑づく り 事業 

⑴ 公有地において、 県民参加によ る 樹林地整備、 植栽、 ビオ

ト ープづく り など の緑づく り 活動、 体験学習並びに都市緑化

の普及啓発を実施する 事業及びこ れを市民団体が実施する 場

合の支援事業（ 参加者数延べ 50 名以上）  

⑵ 緑の活動を実施する 市民団体を育成する ため、 市民団体等

の活動に講師の派遣等をする 事業（ 参加者数 20 名以上）  

 
＜交付対象＞ 

１ ： 市町村 

２ ： 市町村 

３ ： 市町村 

４ ： 市町村、 ＮＰ Ｏ等 

※ ２ は市町村から 民間への補助（ 民間建物や敷地の緑化等） で 
あり 、 公共施設整備ではない。  

 
＜補助率＞ 

１ ： 補助対象事業費の用地 1/3、 工事費 10/10 

２ ： 補助対象事業費の 1/2 

３ ： 補助対象事業費の 10/10 

４ ： 補助対象事業費の 10/10 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
あいち森と

緑づく り 税

条例 

 
あいち森と

緑づく り 基

金条例 

 
あいち森と

緑づく り 都

市緑化推進

事業交付金

交付要綱 

 
公園緑

地課 
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事業 
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施設の老朽化、 切迫する

大地震への対応など の課

題を抱える 上下水道につ

いて、 その相乗効果を発

揮する ための上下水道一

体での効率化・ 基盤強化

の取組を強力に進め、 効

率的で持続的な上下水道

事業を実現する こ と を目

的と する 事業 

 
国直 

 
補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。

（ 説明欄

参照）  

 

 
 

 
水道事業

債 

<充当率> 
100％ 

※4 上下

水道Ｄ Ｘ

推進事業

のみ 

 

 
 

 
１  上下水道施設再編推進事業 

＜対象経費＞ 

上下水道が一体的に行う 、 水道、 下水道の施設再編に向けた計画

策定に要する 経費 

＜補助率＞ 

1/ 2 
 
２  上下水道施設耐震化推進事業 

＜対象経費＞ 

上下水道が連携し て行う 、 水道、 下水道を耐震化する 計画策定に

要する 経費 

＜補助率＞ 

1/ 2 
 
３  官民連携等基盤強化推進事業 

＜対象経費＞ 

① ウ ォ ータ ーＰ Ｐ Ｐ の導入に向けた次に掲げる 事業と する 。

（ 他分野と 一体と なって行う こ と も でき る 。 なお、 他分野につ

いては、 管理・ 更新一体マネジメ ント 方式（ 以下「 レ ベル

3. 5」 と いう 。） の要件（ ①長期契約（ 原則 10 年間）、 ②性能発

注、 ③維持管理と 更新の一体マネジメ ント 、 ④プロ フ ィ ッ ト シ

ェ ア） を満たすこ と が望ま し い。）  

（ ア） 導入可能性調査 

（ イ ） 資産評価（ デュ ーデリ ジェ ンス ）  

（ ウ ） 実施方針・ 公募資料作成 

（ エ） 事業者選定 

ただし 、（ ウ ） 及び（ エ） は、 レベル 3. 5 にあっては、 他分野

や他の地方公共団体と 一体と なって行う 事業に限る 。  

② 水道事業における 官民連携（ ウ ォ ータ ーＰ Ｐ Ｐ を除く 。） の

導入に向けた調査、 検討及び計画策定等に要する 経費 

＜補助率＞ 

① 10/10（ 補助限度額は以下のと おり と する ）  

1.  コ ンセッ ショ ン方式を導入する ために行う 事業： 上限 5, 000 

万円。  

2.  1 以外の事業であって、 他分野と 一体と なって行う 事業： 上

限 4, 000 万円 

3.  1 以外の事業であって、 他の地方公共団体と 一体と なって行

う 事業： 上限 4, 000 万円 

4.  それ以外の事業： 上限 2, 000 万円 

② 1/3（ 平成 29 年度以降に事業を開始し た場合は、 1/4）  

＜時限＞ 

令和９ 年度ま での時限事業と する 。  

 
４  上下水道Ｄ Ｘ 推進事業 

＜対象経費＞ 

新技術を活用し た業務の効率化や付加価値の高い上下水道サービ

ス の実現を図る 事業で新技術を活用し た上下水道の設備と 、 あわせ

て整備する 施設の整備に要する 経費 

＜補助率＞ 

① 水道、 下水道のいずれにも 活用する 新技術を導入する 場合 

1/ 2 
② 水道 1/3 

 
５  業務継続計画策定事業 

＜対象経費＞ 

業務継続計画策定に要する 経費 

＜補助率＞ 

① 上下水道一体の業務継続計画を策定する 場合 1/2 

② 水道のみを対象と する 業務継続計画を策定する 場合 1/3 

 
６  汚泥資源肥料利用推進事業 

＜対象経費＞ 

汚泥資源等の肥料利用のための汚泥の重金属や肥料成分の分析調

査、 計画策定、 分析機器の導入に要する 経費 

＜補助率＞ 

10/10（ 補助限度額は以下のと おり と する ）  

① 浄水発生土、 下水汚泥を一体的に肥料利用する 場合 3, 000 万

円 

② 下水汚泥のみを肥料利用する 場合 2, 000 万円 

＜時限＞ 

令和 12 年度ま での時限事業と する 。  

 
上下水道一

体効率化・

基盤強化推

進事業実施

要綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

下水道事

業債 

<充当率> 
100％ 

※ 4 上

下水道Ｄ

Ｘ 推進事

業、 6 汚

泥資源肥

料利用推

進事業の

み 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根 拠 法 令 等 

 
 

摘 要 

 

水
道 

 
水道施設

整備事業 

市
町
村
等 

 
（ 水道水源開発等施設整

備事業）  

水道水源開発施設整備事

業、 高度浄水施設等整備

事業 

 
（ 簡易水道等施設整備事

業）  

水道未普及地域解消事

業、 簡易水道再編推進事

業、 生活基盤近代化事業 

 
国直 

 
補助率は

事業の区

分等によ

り 異な

る 。  

（ 説明欄

参照）  

 

 
県単 

 
( 簡易水

道等施設

整備事

業、 三河

山間地域

のみ) 補

助対象事

業費の 

25. 0% 
22. 5% 
20. 0% 
17. 5% 
15. 0% 
※財政力

指数によ

り 変動 

 
水道事業 

〈 充当

率〉  

100% 

 
 

 
＜対象事業＞ 

（ 水道水源開発等施設整備事業）  

区分 国庫補助率 

水道水源開発施設整備事業 1/3､1/2 

遠距離導水等施設整備事業 1/3､1/2 

水道施設機能維持整備事業 1/4､1/3 

水道基幹施設耐震化事業 1/3､1/2 

水道広域的災害対策支援事業 1/3 

高度浄水施設等整備事業 1/4､1/3､1/2 

水道施設リ ダンダンシー強化事業 1/4､1/2 

重要水道管路更新事業 1/4､1/2 

水道広域連携推進事業 1/3､1/2 

 
（ 簡易水道等施設整備事業）  

区分 国庫補助率 

水道未普及地域

解消事業 

新設 

簡易水道施設 

1/4 ､ 1/3 ､ 4/10 ､

1/2 

飲料水供給施設 

4/10､1/2､1/4 

広域簡易水道 

飛地区域 

給水区域内無水源 

区域拡張 

簡易水道再編 

推進事業 

統合簡易水道 

簡易水道統合整備事業 

生活基盤近代化

事業 

増補改良 

基幹改良 

水量拡張 

重要施設配水管 

分散型シス テム 

導入事業 

 
※ 事業内容・ 要件の詳細は、 要綱等によ る 。  

 
（ 水道水源

開発等施設

整備事業）  

 
水道水源開

発等施設整

備費の国庫

補助につい

て（ 厚生労

働事務次官

通知)  

 
水道水源開

発等施設整

備費補助金

実施要綱 

 
（ 簡易水道

等施設整備

事業）  

 
簡易水道等

施設整備費

の国庫補助

について( 厚

生労働事務

次官通知)  

 
簡易水道等

施設整備費

補助金実施

要綱 

 
三河山間地

域簡易水道

施設整備費

補助金交付

要綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

 
国庫補助

の対象と

なった平

成元年度

以前の各

年度にお

ける 建設

改良費に

相当する

元利償還

金の 1/3 

（ 建設仮

勘定に計

上さ れて

いる も の

に限る 。）

及び水資

源機構負

担金の

1/3 に相

当する 額

について

一般会計

出資債の

対象と な

る 。  

〈 充当

率〉  

100% 
 

 
一般会計

出資債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
簡易水道

事業 

〈 充当

率〉 100% 

 
元利償還

金の 2/3

を一般会

計から 繰

出し てい

る 場合、

繰出金の

100％を

基準財政

需要額に

算入（ た

だし 、 平

成 12 年

度以前に

簡易水道

未普及解

消緊急対

策事業実

施要綱に

よ る 簡易

水道未普

及解消緊

急対策事

業計画に

基づき 実

施し た事

業に限

る 。）  

 
建設改良

に係る 元

利償還金

の一部を

一般会計

から 繰出

し ている

場合、 繰

出金の

100％を

地方交付

税措置。

（ 平成 23

年度よ り

一部特別

交付税措

置に移

行）  
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事 業 名 

事
業

主
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事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

下
水
道 

 
市町村下

水道事業

費補助金 

市
町
村 

 
都市計画決定がなさ れた

公共下水道（ ただし 、 下

水道法第 4 条の事業計画

の認可を受けた特定環境

保全公共下水道を含むも

のと する 。）（ １ 件の事業

費が 300 万円未満（ 名古

屋市は 500 万円未満） 国

庫補助対象事業、 維持修

繕的事業、 災害復旧工事

を除く 。）  

 
 
 
 
 

  
県単 

 
補助対象

事業費の

1/10 以

内 

 
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

( 事業費

補正分：

16%～

44%、  

単位費用

算入分：

5%)  

 

 
＜補助対象事業＞ 

 市町村単独事業のう ち公共下水道の管渠（ 雨水の管渠は除く 。）

で、 国庫補助対象と なる 施設規模の概ね 1/3 以上の施設の新設工事

（ 処理場及びポンプ場の用地及び補償費は補助の対象と し ない。）  
 市町村単独事業のう ち公共下水道の管渠（ 雨水の管渠は除く 。）

で、 国庫補助対象と なる 施設規模の概ね 1/3 以上の施設の改築工事

（ 事業計画等に基づき 適正な維持管理が行われている 施設のう ち、

設置後 10 年を経過し ている も のに限る 。）  

 

 
市町村下水

道事業費補

助金交付要

綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

 
都市計画決定がなさ れた

都市下水路事業（ 1 件の

事業費が 300 万円未満

（ 名古屋市は 500 万円未

満） 国庫補助対象事業、

維持修繕的事業、 災害復

旧工事を除く 。）  

 

  
県単 

 
補助対象

事業費の

3/10 以

内 

 
一般事業

（ 河川等

事業）  

<充当率> 
90％ 

  
＜補助対象事業＞ 

原則と し て、 国庫補助事業採択に適合し ない下記①ま たは②の事

業についてアま たはイ に該当する も ので、 国庫補助対象と なる 施設

の範囲と 同一の範囲の施設の新設工事。  

 ① 一般都市下水路事業 

ア 集水面積 30 ヘク タ ール以上のも の。  

イ  浸水指数 5, 000 以上の区域を排水する も の。  

    （ 浸水指数＝浸水戸数×浸水回数×浸水時間）  

 ② 離島振興対策事業 

ア 集水面積 10 ヘク タ ール以上のも の、 かつ離島振興対策の

実施区域内である も の。  

イ  浸水指数 2, 000 以上の区域を排水する も の、 かつ離島振興

対策の実施区域内である も の。  

 

 
市町村下水

道事業費補

助金交付要

綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

 
下水道床

上浸水対

策事業 

市
町
村
等 

 
浸水被害のリ ス ク が高い

都市機能集積地区で、 大

規模な床上浸水被害が発

生し た地区等の浸水被害

の防止・ 軽減を図る た

め、 下水道整備によ る 浸

水対策を計画的に実施す

る こ と によ り 、 浸水に対

する 安全度を早急に高め

る こ と を目的と する 事業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の

1/2、 1/3 

  
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

( 事業費

補正分：

16%～

44%、  

単位費用

算入分：

5%)  

 
＜対象事業要件＞ 

下水道床上浸水対策事業・ 事業間連携下水道事業実施要綱によ

る 。  

 
下水道床上

浸水対策事

業・ 事業間

連携下水道

事業実施要

綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

 
大規模雨

水処理施

設整備事

業 

市
町
村
等 

 
計画的な施設整備や適切

な機能確保を図る ため、

雨水処理を担う 大規模な

下水道施設の設置又は改

築事業を 集中的に実施す

る こ と を目的と する 事業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の 
1/2 

 

  
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

( 事業費

補正分：

16%～

44%、  

単位費用

算入分：

5%)  

 

 
＜対象事業要件＞ 

大規模雨水処理施設整備事業実施要綱によ る 。  

 
大規模雨水 
処理施設整 
備事業実施 
要綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

 
下水道脱

炭素化推

進事業 

市
町
村
等 

 
温室効果ガス 削減効果の

高い創エネルギー施設の

整備等を 集中的に実施す

る こ と によ り 、 下水道の

脱炭素化を推進する こ と

を目的と する 事業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の 
1/2、

5. 5/10 

 
 

  
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

( 事業費

補正分：

33%～

47%、  

単位費用

算入分：

5%)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜対象事業要件＞ 

下水道脱炭素化推進事業実施要綱によ る 。  

 
下水道脱炭 
素化推進事 
業実施要綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 
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下
水
道 

 
下水道基

幹施設耐

震化事業 

市
町
村
等 

 
令和６ 年能登半島地震に

おいて復旧が長期化する

要因と なった、 下水道シ

ス テムの急所施設（ その

施設が機能を失えばシス

テム全体が機能を失う 最

重要施設） の耐震化を計

画的・ 集中的に実施する

こ と によ り 、 強靱で持続

可能な下水道シス テムの

構築を推進する こ と を目

的と する 事業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の

1/ 2 
5. 5/ 10 

  
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

( 事業費

補正分：

16%～

44%、  

単位費用

算入分：

5%)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜対象事業要件＞ 

下水道基幹施設耐震化事業実施要綱によ る 。  

 
下水道脱炭 
素化推進事 
業実施要綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

 
下水道広

域連携推

進事業 

市
町
村
等 

 
持続可能な下水道シス テ

ムの実現に向けた基盤強

化を図る ため、 下水道事

業における 複数の地方公

共団体によ る 一定規模以

上の事業運営の一体化を

推進する こ と を 目的と す

る 事業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の

1/ 2 
5. 5/ 10 

  
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

( 事業費

補正分：

28%～

56%、  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜対象事業要件＞ 

下水道広域連携推進事業実施要綱によ る 。  

 
下水道広域 
連携推進事 
業実施要綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

 
重要下水

道管路更

新事業 

市
町
村
等 

 
令和７ 年 1 月に発生し た

埼玉県八潮市の道路陥没

事故を受けた「 下水道管

路の全国特別重点調査」

や、 令和７ 年６ 月に閣議

決定さ れた第１ 次国土強

靱化実施中期計画に上下

水道施設の戦略的維持管

理・ 更新が位置づけら れ

たこ と を 踏ま え、 大口径

の管路や緊急輸送道路に

埋設さ れた管路など 、 事

故発生時に多数の地域住

民に重大な影響を及ぼす

管路の改築を推進する こ

と を目的と する 事業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の

1/ 2 

  
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

( 事業費

補正分：

16%～

44%、  

単位費用

算入分：

5%)  
 
 
 
 
 
 
 

 
＜対象事業要件＞ 

重要下水道管路更新事業実施要綱によ る 。  

 
重要下水道 
管路更新事 
業実施要綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 

 
下水道施

設リ ダン

ダンシー

強化事業 

市
町
村
等 

 
事故発生時に多数の地域

住民に重大な影響を及ぼ

す下水道管路（ 重要管路）

のう ち、 修繕・ 改築や災

害・ 事故発生時の迅速な

対応が容易ではない管路

のリ ダン ダンシー確保を

図る こ と を目的と する 事

業 

 
 国直 

 
補助対象

事業費の

1/ 2 

  
下水道事

業 

<充当率> 
100％ 

 
処理区域

内人口密

度等に応

じ 、 元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

( 事業費

補正分：

16%～

44%、  

単位費用

算入分：

5%)  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜対象事業要件＞ 

下水道施設リ ダンダンシー強化事業実施要綱によ る 。  

 
下水道施設 
リ ダンダン  
シー強化事 
業実施要綱 

 
上下水

道課指

導管理

室 
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市
街
地
再
開
発 

 
市街地再

開発事業

（ 都市局

所管）  

市
町
村 

 
低層の木造建築物が密集

し 生活環境の悪化し た平

面的な市街地において、

土地の合理的かつ健全な

高度利用と 都市機能の更

新を図る ため、 オープン

ス ペース を持つ不燃化さ

れた共同建築物と 道路等

の公共施設を整備する 事

業 

 
国直 

 
社会資本

整備総合

交付金交

付対象事

業費の

1/3 以内 

かつ 

地方公共

団体の補

助に要す

る 費用の

額の 1/2

以内 

 
 

 
県複 

 
社会資本

整備総合

交付金交

付対象事

業費の

1/6 以内 
かつ 

社会資本

整備総合

交付金の

1/2 以内 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜社会資本整備総合交付金交付の要件＞ 

 社会資本整備総合交付金交付要綱によ る 。  

 
＜県補助金交付の要件＞ 

 社会資本整備総合交付金交付要綱に準ずる 。  

 ただし 、 市町村が施行者の事業は県費補助金対象外。  

 
交付金交付対象事業費の負担割合イ メ ージ 

国 県 市 施行者 

2/6 1/6 1/6 2/6 
 

 
都市再開発

法 

 
社会資本整

備総合交付

金交付要綱 
 
愛知県市街

地再開発事

業（ 国土交

通省都市局

所管） 補助

金交付要綱 

 
住宅計

画課 

 
市街地再

開発事業

（ 住宅局

所管）  

市
町
村 

 
低層の木造建築物が密集

し 生活環境の悪化し た平

面的な市街地において、

土地の合理的かつ健全な

高度利用と 都市機能の更

新を図る ため、 オープン

ス ペース を持つ不燃化さ

れた共同建築物と 道路等

の公共施設を整備する 事

業 

 
国直 

 
社会資本

整備総合

交付金交

付対象事

業費の

1/3 以内 

かつ 

地方公共

団体の補

助に要す

る 費用の

額の 1/2

以内 

 
 

 
県複 

 
社会資本

整備総合

交付金交

付対象事

業費の

1/6 以内 
かつ 

社会資本

整備総合

交付金の

1/2 以内 

 
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

 
＜社会資本整備総合交付金交付の要件＞ 

 社会資本整備総合交付金交付要綱によ る 。  

 
＜県補助金交付の要件＞ 

 社会資本整備総合交付金交付要綱に準ずる 。  

 ただし 、 市町村が施行者の事業は県費補助金対象外。  

 
交付金交付対象事業費の負担割合イ メ ージ 

 国 県 市 施行者 

2/6 1/6 1/6 2/6 
 

 
都市再開発

法 

 
社会資本整

備総合交付

金交付要綱 
 
愛知県市街

地再開発事

業等（ 国土

交通省住宅

局所管） 補

助金交付要

綱 

 
住宅計

画課 

優
良
建
築
物
等 

 
優良建築

物等整備

事業 

市
町
村 

 
市街地の環境の整備改

善、 良好な市街地住宅の

供給等に資する ため、 土

地の利用の共同化、 高度

化等に寄与する 優良建築

物等の整備を行う 事業 

 
国直 

 
社会資本

整備総合

交付金交

付対象事

業費の

1/3 以内 

かつ 

地方公共

団体の補

助に要す

る 費用の

額の 1/2

以内 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
県複 

 
社会資本

整備総合

交付金交

付対象事

業費の

1/6 以内 
かつ 

社会資本

整備総合

交付金の

1/2 以内 

  
 

 
＜社会資本整備総合交付金交付の要件＞ 

 社会資本整備総合交付金交付要綱によ る 。  

 
＜県補助金交付の要件＞ 

 社会資本整備総合交付金交付要綱に準ずる 。  

 ただし 、 優良再開発型（ 共同化タ イ プ） に限る 。  

 ま た、 市町村が施行者の事業は県費補助金対象外。  

 
交付金交付対象事業費の負担割合イ メ ージ 

国 県 市 施行者 

2/6 1/6 1/6 2/6 
 

 
社会資本整

備総合交付

金交付要綱 
 
愛知県市街

地再開発事

業等（ 国土

交通省住宅

局所管） 補

助金交付要

綱 

 
住宅計

画課 
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業

主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

防
衛
施
設
周
辺
対
策
施
設 

 
障害防止

工事事業 

市
町 

 
事業主体が自衛隊等の機

甲車両その他重車両のひ

ん繁な使用、射撃、爆撃そ

の他火薬類の使用のひん

繁な実施その他政令で定

める 行為によ り 生ずる 障

害を防止し 、 又は軽減す

る ために行う 、 必要な右

記の施設の工事費用に対

する 補助 

 

 
国直 

 
原則 

事業費の 
100％ 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 
 

  
＜対象事業＞ 

自衛隊等の機甲車両その他重車両のひん繁な使用、 射撃、 爆

撃その他火薬類の使用のひん繁な実施、 航空機の離着陸、 急降

下又は低空における 飛行のひん繁な実施、 艦船又は舟艇のひん

繁な使用、 防衛施設整備のための土地又は土地の定着物の形質

の著し い変更、 電波のひん繁な発射によ り 生ずる 障害を防止

し 、 又は軽減する ため、 下記の対象施設について必要な工事を

行う 事業。  

 
＜対象施設＞ 

 ア 農業用施設、 林業用施設又は漁業用施設 

イ  道路、 河川又は海岸 

ウ  防風施設、 砂防施設その他の防災施設 

エ 水道又は下水道 

オ 鉄道、 テレビジョ ン放送の受信に係る 有線電気通信を

行う ための共用の施設 

 

 
防衛施設周

辺の生活環

境の整備等

に関する 法

律第３ 条第

１ 項 

 
防衛施設周

辺障害防止

事業補助金

交付要綱 

 
航空空

港課 

  
市町村負担額

から 地方債を

財源と し て充

てた額を控除

し た額に 0. 5

を乗じ て得た

額が特別交付

税の基礎数値

と なる 。  

 
 
教育施設

等騒音防

止対策事

業 

（ 防音補

助事業）  

市
町 

 
事業主体が自衛隊等の航

空機の離陸、 着陸等のひ

ん繁な実施その他政令で

定める 行為によ り 生ずる  
音響で著し いも のを防止

し 、 又は軽減する ために

行う 右記の施設の工事費

用に対する 補助 

 
国直 

 
原則 

事業費の

100％ 

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 

  
＜対象施設＞ 

 学校等： 幼稚園、 小学校、 中学校、 義務教育学校、 高等学

校、 中等教育学校、 特別支援学校、 大学、 高等専門

学校、 専修学校、 保育所、 福祉型障害児入所施設、

福祉型児童発達支援センタ ー、 児童自立支援施設、

家庭的保育事業、 小規模保育事業又は事業所内保育

事業を行う 施設、 身体障害者福祉センタ ー、 職業能

力開発校、 障害者支援施設、 障害福祉サービ ス 事業

を行う 施設、 幼保連携型認定こ ども 園 

 病院等： 病院、 診療所、 助産所、 保健所、 医療型障害児入所

施設、 医療型児童発達支援センタ ー、 救護施設、

老人デイ サービス センタ ー、 特別養護老人ホー

ム、 老人介護支援センタ ー、 子ども 家庭センタ ー 
 

 
防衛施設周

辺の生活環

境の整備等

に関する 法

律第３ 条第

２ 項 

 
防衛施設周

辺防音事業

補助金交付

要綱 

 
航空空

港課 

 
学校教育

施設等整

備事業 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債 
15 ％を 含

む）  

 

 
財対 債の 元利

償還金の 50％

を 基 準財 政需

要額に算入 

 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80％ 

 

 

 
病院事業 
<充当率> 
100％ 

 
元利 償還 金の

25％（ 通常分）

を 基 準財 政需

要額に算入 

 
公立 病院 経営

強化 プ ラ ン に

基づ き 行 わ れ

る 公 立病 院の

機能分化・ 連携

強化 に 伴 う 施

設・ 設備の整備

の 病 院事 業債

の 元 利償 還金

の 40％（ 特別

分） を基準財政

需要額に算入 

 
なお、 建物の建

築単価が 85 万

円／ ㎡を 上回

る 場 合は 病院

事業 債か ら そ

の 相 当額 を 除

い た 上で 算入

率を乗じ る 。  

 
 
介護サ ー

ビ ス 事業 
<充当率> 
100％ 

 

 

  
市町 村負 担額

か ら 地方 債を

財源 と し て 充

て た 額を 控除

し た額に 0. 5 を

乗じ て 得 た 額

が 特 別交 付税

の 基 礎数 値と

なる 。  
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事

業
主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

防
衛
施
設
周
辺
対
策
施
設 

 
民生安定

施設整備

事業 

市
町 

 
防衛施設の設置又は運用

によ り その周辺地域の住

民の生活又は事業活動が

阻害さ れる と 認めら れる

場合において、 事業主体

がその障害の緩和に資す

る ために行う 、 生活環境

施設又は事業経営の安定

に寄与する 施設の整備費

用に対する 補助 

 

 
国直 

 
補助率は

施設によ

り 異な

る 。  

（ 説明欄

参照）  

  
一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 
75％ 

 

  
＜対象施設及び補助率（ 例示） ＞ 

対象施設 補助率 
ラ ジオ放送の業務を行う ための施設 8/10 

道路（ 農業用施

設及び林業用施

設である も のを

除く 。）  

改良工事に係る も の 
7/10 

舗装工事に係る も の 

舗装補修工事に係る も の 6/10 

街灯施設 2/3 

児童養護施設 

7. 5/10 看護師養成所又は准看護師養成所 

無線設備及びこ れを設置する ために必要な施設 

養護老人ホーム又は軽費老人ホーム 

公園、 緑地その

他の公共空地 

公園 6/10※ 
緑地 

2/3 ※ 
屋外運動場 

水道 
5/10 

し 尿処理施設又はごみ処理施設 

港湾施設用地 7/10 

農業用施設（ 農民研修施設及び農民集会施設を除

く 。）  
2/3 

林業用施設（ 林業研修施設を除く 。）  

漁業用施設（ 漁民研修施設を除く 。）  

その他防衛大臣が指定する 施設 

5/10 

2/3 

7. 5/10 
 ※ 土地の取得に要する 経費の補助については、 5/10 

 ※ 詳細は「 民生安定施設の助成に係る 補助の割合について」

（ 通達） によ る 。  

 

 
防衛施設周

辺の生活環

境の整備等

に関する 法

律第８ 条 

 
民生安定施

設の助成に

係る 補助の

割合につい

て（ 通達）  

 
航空空

港課 

 
学校教育

施設等整

備事業 

<充当率> 
75％ 

 
 
社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 
80％ 

 
 
水道事業 
<充当率> 
100％ 

 
 
一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債 
15％を含

む）  

 

 
元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  
 

  
市町村負

担額から

地方債を

財源と し

て充てた

額を控除

し た額

（ 定額補

助に係る

事業につ

いては、

補助額の

1/2 又は

市町村負

担額から

地方債を

財源と し

て充てた

額を控除

し た額の

う ちいず

れか少な

い額） に

0. 5 を乗

じ て得た

額が特別

交付税の

基礎数値

と なる 。  
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施

設

名 

 
 

事 業 名 

事
業

主
体 

 
 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 
補 助 金 

 

 
県補助金 

他 

 
 

地 方 債 

 

 
交 付 税

措 置 

 
 

説 明 

 
 

根拠法令等 

 
 

摘 要 

河
川 

 
事業間連

携河川事

業 

市
町
村
等 

 
整備効果を発揮する ため

に異なる 事業の連携が必

要と なる 区間において、

相互の事業連携によ り 、

効果の早期発現や最大化

を図る 事業 

 
( 1)  湛水危険区域氾濫対

策 

想定湛水深が深い区域に

おいて人命を守る ため

に、 本支川又は上下流で

連携し て事業間連携計画

を作成し 概ね 5 年以内で

完了する も の。  

( 2)  洪水調節機能強化対

策 

洪水調節機能の強化を図

る ために、 管理ダム又は

建設ダムと 連携し て事業

間連携計画を作成し 概ね

5 年以内で完了する も

の。  

( 3)  内水被害対策 

内水被害の防止等を図る

ために、 下水道事業等と

連携し て事業間連携計画

を策定し 概ね 5 年以内で

完了する も の。  

( 4)  津波・ 高潮対策 

津波・ 高潮被害の防止等

を図る ために、 近接する

海岸事業等と 連携し て事

業間連携計画を作成し 概

ね 5 年以内で完了する も

の。  

( 5)  土砂・ 洪水氾濫対策 
土砂・ 洪水氾濫の防止等

を図る ために、 砂防事業

と 連携し て事業間連携計

画を作成し 概ね 5 年以内

で完了する も の。  

 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
1/ 3 

  
公共事業

等 

<充当率> 
90％ 

（ 財対債

40％を含

む）  

 
財対債の

元利償還

金の 50％

を 基準財

政需要額

に算入 

 
＜対象事業要件＞ 

準用河川において施行さ れる 改良に関する 工事であって次の⑴か

ら ⑸ま でのいずれかに該当する も の。  

 
⑴ 次の①及び②に該当する も の 

  ① 次のいずれかが浸水する 区域に係る も の 

   イ  家 屋 25 戸以上 

   ロ  要配慮者利用施設、 官公庁舎等の重要施設 

  ② 次のいずれかの区域に係る も の 

   イ  決壊時の想定湛水深が５ m以上と なる おそれがある  

ロ  決壊時の想定湛水深が３ m以上と なり 72 時間以上継続

する おそれがある  

⑵ 次のいずれかに該当する も の 

イ  現在、 暫定操作と なっている 管理ダムの操作規則を改善

する 上で必要なも の 

ロ  建設中のダム事業のう ち、 最適な操作規則で供用を開始

する 上で必要なも の 

⑶ 次のいずれかの区域に係る も の 

イ  過去概ね 10 年間で内水氾濫によ る 延べ浸水被害戸数が

25 戸以上の区域 

ロ  内水氾濫によ って要配慮者利用施設、 官公庁舎等の重要

施設が浸水する 恐れがある 区域 

 ⑷ 次の①及び②に該当する も の 

① 次のいずれかが津波・ 高潮によ り 浸水する おそれがある 区

域に係る も の 

   イ  家 屋 25 戸以上 

   ロ  要配慮者利用施設、 官公庁舎等の重要施設 

② 次のいずれかに該当する も の 

イ  朔望平均満潮位以下の地域に係る も の 

ロ  大規模地震対策特別措置法に基づき 指定さ れる 地震防災

対策強化地域において実施する も の。  

ハ 「 南海ト ラ フ地震に係る 地震防災対策の推進に関する 特

別措置法」（ 平成 14 年法律第 92 号） に基づき 指定さ れる

南海ト ラ フ地震防災策推進地域において実施する も の 

ニ 「 日本海溝・ 千島海溝周辺海溝型地震に係る 地震防災対

策の推進に関する 特別措置法」（ 平成 16 年法律第 27 号）

に基づき 指定さ れる 日本海溝・ 千島海溝周辺海溝型地震防

災対策推進地域において実施する も の 

⑸ 次のいずれかが土砂・ 洪水氾濫によ り 浸水する 恐れがある 区

域に係る も の 

イ  家屋 25 戸以上 

ロ  要配慮者利用施設、 官公庁舎等の重要施設 
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被害対策

推進事業 

市
町
村
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特定都市河川浸水被害対

策法に基づき 指定さ れた

特定都市河川流域で雨水

貯留浸透施設の整備、 土

地利用規制と 併せた二線

堤の築造等を計画的・ 集

中的に実施する こ と で、

早期に治水安全度を向上

さ せ、 浸水被害を軽減さ

せる 事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
国直 

 
補助対象

事業費の 
1/ 2 

 
県複 

 
補助対象

事業費の 
1/ 4 

   
＜対象事業要件＞ 

特定都市河川浸水被害対策法に基づく 特定都市河川流域におい

て、 流域水害対策計画で定めら れた地方公共団体又は民間事業者等

が実施する 次の⑴から ⑶のいずれかに該当する 事業で、 概ね 10 年

以内に完了する も の。  

   
⑴ 雨水貯留浸透施設整備のう ち、 300 ㎥以上の雨水浸透機能を

確保し 、 次のいずれかに該当する も の。  

なお、 民間事業者等が雨水貯留施設を整備する 場合は、 雨水

貯留浸透施設整備計画に位置付けら れた施設の整備に限る 。  

イ  貯留・ 浸透機能を持つ施設を整備する 事業 

ロ  既設の調整池、 池沼又は溜め池を改良する 事業 

⑵ 地方公共団体又は民間事業者等が浸水被害防止区域又は貯留

機能保全区域の指定と 併せて実施する 二線堤を整備する 事業 

⑶ 地方公共団体が貯留機能保全区域の指定と 併せて、 区域内の

早期排水を目的と し て排水施設を整備する 事業 

なお、 排水施設については、 原則固定式排水施設と し 、 移動

式排水施設の方が経済的である こ と が見込ま れる 場合は、 移動

式排水施設の整備ができ る も のと する 。  

   なお、 各事業は、 次のすべての要件に該当する も の。  

イ  流域水害対策計画に基づく 浸水被害防止区域又は貯留機

能保全区域の指定が５ 年以内にさ れる 見込みである こ と  

ロ  当該特定都市河川流域内で、 立地適正化計画を作成済又

は作成に向けた具体的な取組を開始・ 公表し ている 市町村

において、 概ね５ 年以内に当該計画に防災指針が記載さ れ

る 見込みである こ と 。  

ハ 指定区間内の一級河川又は二級河川において、 ⑴及び⑵

を市区町村、 民間事業者等が整備する 場合、 都道府県又は

政令指定都市が四分の一を目安に負担する も のに限る 。 な

ら びに、 ⑶を市町村が整備する 場合、 都道府県又は政令指

定都市が四分の一を目安に負担する も のに限る 。  

 
 対象事業費の負担割合イ メ ージ 

国 県 市町村等 
1/ 2 1/ 4 1/ 4 

 

 
特定都市河

川浸水被害

対策推進事

業実施要領 
 
特定都市河

川浸水被害

対策推進事

業費補助金

交付要綱 

 
特定都市河

川浸水被害

対策推進事

業費補助金

取扱要領 

 
河川課 

 

そ
の
他 

 
名古屋市

高速度鉄

道事業 

名
古
屋
市 

 
名古屋市高速度鉄道は、

中京圏鉄道網の中心的役

割を果たす極めて重要な

公共交通機関であり 、 そ

の整備促進を図る ため、

建設改良費の一部を 助成

する 。  

  
 

県単 

 
定額 

   
＜補助事業＞ 

 名古屋市が行う 高速度鉄道事業に要する 建設費及び建設改良費 

＜補助先＞ 

 名古屋市( 名古屋市高速度鉄道事業会計)  

＜補助開始年度＞ 

 昭和 41 年度 

 
 
 

 
名古屋市高

速度鉄道事

業補助金交

付要綱 

 
交通対

策課 
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